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遠賀町入札心得 

                          

 

遠賀町が行う建設工事等における指名競争入札は、地方自治法、同法施行令、

本町財務規則、その他関係諸法令に定めるもののほか、この心得によって執行

します。 

 

1 入札の指名通知 

入札の指名通知は、通常、FAX にて行います。入札に必要な事項は町の

HP よりダウンロードできます。 

 

2 入札の準備 

(1) 入札参加者は、設計図書及び現場を熟覧のうえ、入札してください。 

(2) 設計図書に疑義があるときは、指示された質疑期限までに所定の「質疑

書」で FAX にて説明を求めてください。窓口、電話での質疑は一切、

受付けません。 

 

3 入札書の記入 

(1) 入札書は本町指定の様式を使用してください。 

(2) 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に消費税及び地方消費

税相当額を加算した額をもって落札価格としますが、入札者は消費税及

び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、

見積もった契約希望金額から消費税及び地方消費税相当額を減算した

額（当該額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額）

を入札書に記載してください。 

 

4 入札の方法 

(1) 入札は「指名競争入札通知書」に示した日時及び場所で行います。 

(2) 入札開始時刻までに到着しないときは、入札に参加できません。 

(3) 入札執行の場所には、入札者以外立ち入りできません。 

(4) 入札者は、入札執行について係員の指示に従ってください。 

(5) 代理人による入札をするときは、委任状を提出してください。 

(6) 提出した入札書の書き換え、引き換え又は撤回をすることができません。 

 

5 入札の辞退 

(1) 指名を受けた者が入札を希望しない場合は、入札執行の完了に至るまで

は、いつでも入札を辞退することができます。 
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(2) 入札を辞退した者は、これを理由として以後の指名等について不利益な

取扱を受けるものではありません。 

(3) 指名を受けた者が入札を辞退するときは、次の各号に掲げるところによ

り行います。 

① 入札執行前にあっては、入札辞退届を契約担当者に提出すること。 

② 入札執行中にあっては、入札辞退届又はその旨を明記した入札書を、

入札を執行する者に直接提出すること。 

 

6 入札の中止等 

入札者が協定して入札したと認められるとき、または入札に際し不正があ

ると認められるときは、入札の中止、延期または取り消しをします。 

 

7 入札の無効 

次の各号の一に該当する場合の入札は無効となります。 

(1) 入札参加の資格がなくて入札したとき。 

(2) 入札書に入札者の記名押印がないとき、または入札金額を訂正したとき。 

(3) 入札書の記載事項について判読できないとき。 

(4) 同一事項について２通以上の入札書を提出したとき。 

(5) 代理入札で委任状を提出しないとき、または他人の代理を兼ね、もしく

は２人以上の代理をしたとき。 

(6) 最低制限価格設定の場合、入札価格が最低制限価格を下回ったとき。 

最低制限価格未満の入札価格を提示した者は、開札後直ちに行う入札

（再度入札）に参加することはできません。 

(7) 再度入札の場合、前回の最低金額以上で入札したとき。 

(8) 入札者が協定して入札したと認められるとき。 

(9) その他入札に際し不正の行為があったとき。 

(10) 前各号のほか、町が指示した事項に違反したとき。 

 

8 落札の決定 

(1) 予定価格以下で最低の価格をもって入札した者を落札者とします。ただ

し、最低制限価格を設けている場合は、予定価格以下で、かつ、最低制

限価格以上の価格をもって入札した者のうち、最低の価格をもって入札

した者を落札者とします。 

(2) ２人以上が同一落札金額で入札した場合には、くじにより落札者を決定

します。 

 

9 入札回数 

(1) 落札者がいないときは、直ちに再度入札を行います。 
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(2) 入札回数は、再度入札を含め２回までとします。 

 

10 契約の締結 

落札者は、落札決定後、当方所定の契約書により、５日以内に契約締結手

続きをしなければなりません。 

 

11 前払金の請求 

落札者は、契約金額について、保証事業会社の保証があるときは、前払金

を請求できます。（前払金の範囲は、１件の請負代金額が 300 万円以上の土

木建築に関する工事とし、契約金額の４０%以内（万円未満切捨）とする。

ただし、設計、調査及び測量並びに土木建築に関する工事の用に供すること

を目的とする機械類の製造に係るものにあっては、1,000万円以上のものと

し、契約金額の３０％以内（万円未満切捨）とする。） 

 

12 異議の申し立て 

入札した者は、入札後、この心得、設計図書、契約の条項及び現場等につ

いての不明を理由として異議を申し立てることはできません。 

 

13 監理技術者 

専任の監理技術者を要する工事の監理技術者は監理技術者証の交付を受

けた者でなければなりません。 

 

14 その他 

遠賀町から指名停止を受けた指名停止期間中の建設業者を町発注工事の

下請に入れることはできません。 

町工事の施工に当たり、暴力団等から不当介入を受けた場合は、直ちに

町に報告し、警察に届出を行うこと。町への報告、または警察への届出を

怠った場合、指名停止を行います。（遠賀町建設工事に係る建設業者の指名

停止等措置規程参照のこと） 

 


